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Ⅰ．調査の背景と目的

　国立特殊教育総合研究所視覚障害教育研究部で
は、今後の地域に開かれた視覚障害教育のあり方
を検討するために、一般研究として平成15年度より
「センター的機能をふまえた盲学校及び弱視学級に
おける情報システムや地域ネットワークを活用した
情報収集・提供のあり方および教育支援計画策定に
関する研究」に取り組んできた。
　盲・聾・養護学校の学習指導要領等では、盲・聾・
養護学校が「地域の実態や家庭の要請等により、障
害のある幼児児童生徒又はその保護者に対して教育
相談を行うなど、各学校の教師の専門性や施設・設
備を活かした地域における特殊教育に関する相談の
センターとしての役割を果たすよう努める」よう規
定している。
　平成15年３月には文部科学省の「特別支援教育の
在り方に関する調査研究協力者会議」において、今
後の特別支援教育についての基本的な考え方が示さ
れたが、その中でも盲・聾・養護学校は、「その学
校に在籍する児童生徒の指導やその保護者からの相
談に加えて、地域の小・中学校等に在籍する児童生
徒やその保護者からの相談、個々の児童生徒に対す
る計画的な指導のための教員からの個別の専門的・
技術的な相談に応じるなどにより、地域の小・中学
校等への教育的支援を積極的に行うことで、地域社
会の一員として、地域の特別支援教育のセンターと
しての役割を果たすことが重要である。」と記され
ている。
　また、「21世紀の特殊教育の在り方について（最
終報告）」においては、地域の特殊教育のセンター
としての盲・聾・養護学校の機能の充実を提言して
おり、具体的に「盲・聾・養護学校においては、児
童生徒等の障害の状態等に応じて教材・教具を開発
したり、障害の種類、程度等に応じた情報機器を整
備し、それらを活用した情報教育が行われている

が、今後、盲・聾・養護学校においては、こうした
取組の成果を生かして、都道府県の特殊教育セン
ター等と連携しながら、小・中学校等の求めに応じ
て、小・中学校等に在籍する障害のある児童生徒等
の指導の充実を図るため、教材・教具や情報機器等
の貸し出し、教育用コンテンツの提供などの支援
を行うことが求められる。また、卒業生をはじめ地
域の障害者が情報活用能力を身に付けるための情報
教育センターとしての役割を果たすことが期待され
る。」と記されている。
　以上のように、特別支援教育への流れの中で今後
の盲・聾・養護学校はセンター的機能を担っていく
ことが求められており、特に特有の指導法に基づい
て教育を行っている盲学校においては、その教材・
教具の整備が重要になってくる。
　大都市圏を除いて、１県に１校という盲学校にお
いては、センター的機能の一つとして地域の視覚障
害幼児児童生徒への指導や支援を行っていく上で、
教材・教具の整備は欠かせない。その中でも、盲学
校固有の教材・教具として、触覚活用を重視した教
材・教具の整備はとくに重要である。そこで本研究
においては、今後予想される地域への教材提供のあ
り方を検討するための基礎資料を得るために、盲学
校における触覚教材のうち、特に点字や触図を中心
に、その作成と利用状況に関する実態調査を実施す
ることにしたものである。

Ⅱ．方　　法

１．調査の対象と手続き
　全国の盲学校（分校を除く）70校を対象として、
盲学校における触覚教材作成および利用に関する実
態調査の調査用紙を郵送して回答を依頼した。当該
校において教材等の管理に責任ある立場にある教員
（教頭、教務主任、関連校務分掌責任者）に記入を
お願いした。調査は2003（平成15）年６月15日に調
査用紙を郵便により発送し、７月11日までに投函す
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るよう回答を依頼した。

２．調査内容
　調査内容は大きく①盲学校の概要と触覚教材への
組織的対応について、②盲学校における点字教材の
整備・作成および利用状況、③盲学校における触図
教材作成・利用状況の３群に分類できる。その概要
は表１に示した。

３．回収率
　全国の盲学校70校のうち、65校から回答があっ
た。回収率は93％である。
　本調査の回答は、教材・教具などの管理において
責任ある立場の方に依頼した。学部によって回答者
が異なっている学校もあり、実際の回答をいただい
た方は教頭17校、教務主任29校、関連校務分掌担当
21校、その他10校であった。

Ⅲ．結　　果

１．盲学校の概要と触覚教材への組織的対応
　（１）各盲学校の概要
　１）幼児・児童・生徒数
　単一障害幼児児童生徒と重複障害幼児児童生徒別
に、それぞれ盲（学校生活で主に視覚・普通文字活
用）および弱視（学校生活で主に触覚・点字活用）
ごとの人数を整理した。表２に示すとおりである。
盲学校在籍者数は学部が上がるにつれて増加傾向が
認められる。幼稚部、小学部中学部の合計が689名
（全体の25.8%）に対して、高等部本科および専攻科
を合わせた生徒数は1985名（74.2%）で、とくに高
等部の在籍者の占める割合が高い事が認められた。
　２）センター的機能への取組について
　センター的機能への取組みについては、回答の
あった65校のうち60校（92％）ですでに実施してい
た。実施していない学校は４校であった。
　各校でセンター的機能を担っている分掌などの
名称についてたずねた。「教育相談」として対応し
ている学校が20校であった。それに対して、「セン
ター」を中心に掲げた名称が12校、「地域支援」を
中心に掲げた名称が14校で計26校あった。

　「その他」という回答が５校からあったが、それ
らは「明確な組織名がない」「盲学校検討委員会」
「広報渉外」などというものであった。

　（２）触覚教材作成・利用についての組織的対応
　１）校内組織の設置状況
　触覚教材作成に関連する校内組織の有無をたずね
た。結果は図１の通りである。何らかの形で教材作
成に関する校内組織を設けている学校はわずか５校

表1-1　盲学校在籍幼児児童生徒の概要

単一障害幼児・児童・生徒（カッコ内は割合）
盲 弱　視

幼稚部 74 （ 8.1） 40 （ 2.3）
小学部 160 （17.5） 130 （ 7.4）
中学部 129 （14.1） 156 （ 8.9）
高本科 229 （25.0） 424 （24.1）
高　専 324 （35.4） 1,008 （57.3）
計 916 1,758

表1-2　学部ごとにみた盲弱の比率

学　部 盲 弱
幼稚部 64.9 35.1
小学部 55.2 44.8
中学部 45.3 54.7
高本科 35.1 64.9
高　専 24.3 75.7
全　体 34.3 65.7

表1-3　重複障害幼児・児童・生徒（カッコ内は割合）

実数（比率） 実数（比率）
盲 弱　視

幼稚部 78 （15.4） 39 （14.0）
小学部 192 （37.8） 98 （35.1）
中学部 119 （23.4） 57 （20.4）
高本科 118 （23.2） 81 （29.0）
高　専 1 （ 0.2） 4 （ 1.4）
全　体 508 279

表２　盲学校におけるセンター的機能への取り組みの状況

学校数 割　合
取り組んでいる　 60 92.3
取り組んでいない 4 6.2
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（８％）にすぎなかった。57校（88％）からは教材
作成に関する部門は設けていないという回答があっ
た。視覚障害教育においては点字教材や拡大教材な
どの視覚障害教育固有の教材が指導の上で不可欠で
あるが、点字教材をはじめとする触覚教材の作成に
ついて校内で組織的な対応をしていない学校が圧倒
的に多かったことは、意外な結果であった。
　組織的に対応しているという回答のあった5校の
担当部署の名称は以下の通りであった。「小学部盲
教育研究部」・「自作教材・教具研究開発事業」・「自
立活動係」・「研修課、自立活動課」・「教務部教材・
教具係」。教材・教具への関与を明確に示した名称
が掲げられているのは、「自作教材・教具研究開発
事業」「教務部教材・教具係」の二つのみであった。
　２）触覚教材管理と利用の組織的対応
　次に教材・教具の校内での組織的な管理・利用に
ついてたずねた。教材を組織的に管理・利用してい
る学校は17校で、全体の26％であった。残りの43校
（66％）では、教材等について組織的に運用してい
なかった。
　組織的に管理・利用していると
回答のあった学校の担当部署はさ
まざまであり、最も多かったのは
自立活動にかかわる校務分掌が担
当しているというもので７校あっ
た。ついで研究部関係（３校）、相
談関係（３校）が多かった。

２ ．盲学校における点字教材の
整備・作成および利用状況

　各盲学校における点字教材の
作成や整備と利用状況につい
て質問した。点字教材について
は、点字教科書と点字教科書
以外の点字教材に分けてたずね
た。点字教材については該当す
るものがあれば複数あげても
らった。その結果は以下の通り
である。

　（１）点字教科書の整備状況
　各盲学校における点字教科書の整備状況は図２に
示した通りである。
　全学年の点字教科書を学校図書として整備してい
る学校は15校、全体の23％であった。少人数化の傾
向の中で対象の児童生徒が在籍していない学年があ
るなどのために使用者の在籍する学年のみの教科書
を整備している学校は27校であった。これは、全
体の42％にあたる。上記を合わせると、32校が学校
として点字教科書を整備していることになり、これ
は全体の65％にあたる。これに対して、点字教科書
を学校として整備していないところが23校（35％）
あった。全体の５分の２弱の学校で学校図書として
点字教科書が準備されていないことになる。

　（２）点字教科書以外の点字教材の整備状況
　１）現在整備されている点字教材
　現在盲学校として組織的に整備されている教科
書以外の点字教材の種類と該当学部についてたずね

図１　触覚教材作成に係わる校内組織の設置状況（n＝65校）

図２　点字教科書の学校図書としての整備状況（n＝65校）

表３　教科書以外で整備されている点字教材

教　材　名 小学部 中学部 高等部
（本科）

高等部
（専攻科）

国語副読本
社会科資料集
各教科等問題集
各教科等参考書
校内テスト問題
あはき国家試験関連
大学入試関連問題

7
10
5
1
2
0
0

5
12
10
5
15
0
0

3
7
15
5
19
26
7

2
0
13
8
23
46
2

（単位は校数）
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23％ 42％ 35％

整備していない（23校）在籍学年整備（27校）全学年整備（15校）
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た。具体的に校内で共用でき
る教材としてどの学部にどの
ような教材が整備されている
かについて答えてもらった。
なお、ここでの教材は、担任
や教科担当者が作成したもの
であっても、校内で共用でき
るようになっていないものは
除いた。各校から回答のあっ
た件数を集計したものを表３
に示した。
　小学部では国語副読本、社
会科資料集などのニーズが高
く、中・高等部では各教科の
問題集やテスト問題などが多くなっている。高等部
専攻科では鍼・灸・按摩マッサージにかかわる国家
試験に関連した問題への高いニーズが認められた。
　２）点字教材の作成者について
　現在作成している点字教材の主たる作成者につ
いて複数回答でたずねた。その結果は図３の通りで
あった。
　点字教材の作成に際して、専任の点字教材作成担
当者を配置している学校が２校あった。主に教員自
身が点字教材を作成しているとの回答があった学
校は61校であった。点字教材はほとんどの学校で担
任や担当者によって作成されていることが確認でき
た。また、ボランティアの支援を受けていると回答
のあった学校が26校あった。
　３）点字教材作成に関する校内環境
　点字教材作成の校内環境という観点から点字教材
作成室が設けられているかどうかについてたずねた
（図４）。専用の点字教材作成室を設けている学校
が10校あった。33校から専用の点字作成室を持って
いないという回答があった。全国の半数以上の学校
では、点字教材作成に関しての専用
の環境を持っていないことが明らか
になった。22校（全体の34％）では、
独立した点字作成準備室は有してい
ないが、共同で利用する部屋を設け
ていた。
　他の目的と共同で利用していると

回答のあったこの22校について具体的どのような形
態になっているかたずねた。パソコンが設置されて
いる情報処理に関連する部屋との共用と答えた学
校が14校で最も多かった。その他に印刷室（３校）、
自立活動室（２校）、教務室（１校）、教育用教材作
成室（１校）という状況であった。
　現在では、点字教材については、パソコンを利用
して編集し、パソコンを介した点字プリンタで出力
するところが多くなっていることを反映していると
いえる。
　４ ）点字教材作成に関連するマニュアル等の整備

状況
　点字教材作成のための基準や点字表記などについ
てのマニュアルの整備状況についてたずねた。その
結果は図５に示した通りである。50校から回答が
あった。そのうち学校独自で点字教材作成手引きを
準備していると回答のあった学校は１校のみであっ
た。他の多くの学校は一般の点訳の手引きなどを利
用して教材作成に当たっていた。これは、45校で全
体の７割にあたる。また、18校では、学校として点

図３　点字教材の作成者（n＝65校　複数回答）

図４　点字教材製作に関する校内環境（n＝65校）

図５　点字教材作成に関連するマニュアル等の整備状況

（n＝65校　複数回答）

 専任

教科・担任

ボランティア

その他
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3
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字表記等についてとくに指定していないということ
であった。
　５）点字教材の校正について
　正確な点字表記に基づいた点字教材を児童生徒に
提供するためには、しっかりした点字校正を行う必
要があるが、これについて学校としてどのように取
り組んでいるかたずねた。点字教材の校正につい
て学校として何らかの基準を設けているという回答
を２校から得たが、63校はとくに規定を設けていな
かった。点字の校正については、校内での体系的な
取組みがなされておらず、作成した教員などに任さ
れている学校の多いことが明らかになった。
次に、作成した点字教材の校正が誰によってなされ
ているのかをたずねた。本質問は複数回答を可とし
ており、結果は図６に示した通りである。
　教材作成者の責任で行うことになっているという
回答が54校からあった。約８割の学校では校正が個
人に任されていることになる。それに対して25校で
は点字に熟達した教員が校正を行っていた。このう
ちの16校では上記の教材作成者自身の校正も行われ
ていた。わずかに１校のみであったが、教員以外の
専任の点字教材作成者が校正することになっている
学校があったが、教材作成者や
点字熟達者による校正も平行して
行われているものであった。さら
に、点字の校正をボランティアに
まかせているという回答が５校か
らあったが、５校ともに教材作成
者による校正も行われており、そ
の上でボランティアに依頼してい
るものであった。

　６）点字教材作成の方法
　現状における点字教材作成の
方式としては、①点字タイプライ
ターや亜鉛版製版等による方法、
②パソコンを利用した点字プリン
タ出力による方法が考えられる。
実際に各盲学校において、学校と
してどのような方法で点字教材を
作成しているかたずねた。63校か

ら回答があり、２校は無回答であった。
　②の方法の方が①より多いと回答のあった学校が
15校、ほとんどが②の方法で一部①の方法で作成し
ているという回答のあった学校が46校であった。ほ
とんど①のみが１校。①②同程度という学校が１校
であった。この結果は盲学校においては、パソコン
を利用した点字教材が主になりつつあり、①のよう
な旧来からの点字タイプライターや亜鉛版製版によ
る方法だけで点字印刷を行っている学校は、きわめ
て少数になってきているとことを示している。
　７）使用点字ワープロソフト
　パソコンを利用して点字教材を作成する際に使用
している主な点字ワープロソフトの種類についてた
ずねた。（図７）
　これについては、日常の活動において普通文字を
使用している教員（晴眼者）が主に用いるソフトと、
点字を使用している教員が使用するソフトの両者に
ついて調査した。
　普通文字を使用している教員では、「BASE」と
いう点字編集ソフト（47校）か「WINBES」と
いう点字編集ソフト（54校）が用いられていた。
「BASE」のプラットフォームはMS-DOSで利用し、

6050403020100

1

5

54

24

1専任の構成

点字に熟達した教員

作成した教員

ボランティア

その他

（校）

図６　点字教材の校正者（n＝65校　複数回答）

図７　利用している点字編集ワープロソフト（n＝65校　複数回答）
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「WINBES」はwindowsで利用するソフトウェアで
ある。これらは主に点訳者向けに視覚を活用して操
作するようになっているが、音声対応もしており点
字使用者にも利用可能なものである。その他を含
めて「ブレイルスター」などの点字使用者用に作ら
れている市販の点字編集ソフトを用いているという
回答が19校からあった。点字使用者用のソフトは画
面を見ながら操作することもできるが、音声やピン
ディスプレイなどの利用を前提として作られている
ものである。
　点字使用の教員についても、BASE（38校）や
WINBES（38校）が多く用いられていられていた。
晴眼の教員と同じくフリーウェアのソフトが多く用
いられている傾向が認められた一方、ブレイルス
ターなどの点字使用者を前提とした点字ワープロも
32校と約半数の学校で用いられていた。
　８）点字・点図作成機器類の整備について
①　使用している点字プリンタ機種
　各盲学校で使用している点字プリンタの機種と台
数は表４の通りであった。
　調査の結果から、盲学校においては「ESA721」
（ジェイ・ティー・アール社）系の点字プリンタが
多く利用されていることがわかった。65校中54校に
導入されており、新タイプ（NewESA721）のもの
も含めると160台あまりが利用されていた。次に多
かった機種が「TP32」（日本テレソフト社）であった。

②　保有している点字製版機
　点字プリンタ普及以前において点字教材作成機器
の主流であった点字製版機が各盲学校でどの程度保
有されているかたずねた。
　多くの学校（46校）では点字プリンタ出力による
点字印刷が主流となっていることが明らかになった
が、まだ、点字製版機が33校の盲学校において保有
されていた。その中には13台もの点字製版機を現在
も保有している学校が１校あった。
　９）点字教材作成に関わるボランティアの関与
　点字教材作成についてはボランティアの協力を得
ている学校が多いが、点字教材のボランティアへの
作成依頼の有無、各盲学校が依頼しているボラン
ティア数、依頼の頻度という三つの点について質問
した。
①　点字教材のボランティアへの作成依頼の有無
　ボランティアに点字教材の作成を依頼している盲
学校が31校あった。一方、ボランティアには教材作
成を依頼していないという回答が30校からあった。
② 　各盲学校が依頼しているボランティアグループ数
　点字教材の作成をボランティアに依頼している
盲学校31校で合計158グループのボランティアが点
字教材作成に係わっていた。最も多い学校は80あま
りのボランティアグループに依頼していたが、10グ
ループ以上に依頼している学校は４校にすぎず、残
り18校は５グループ以下への依頼であった。

③　依頼の頻度
　点訳をボランティアに依頼している学
校について依頼の頻度をたずねたところ、
点訳を定期的にお願いしていると回答の
あった学校は６校で、残りの25校からは
必要に応じて依頼しているという回答が
あった。
④　ボランティアとの対応の窓口について
　また、ボランティアとの対応について
は、学校として組織的に対応していると
ころが18校あった。具体的な担当部署と
しては図書関連で、担当職としては、司
書や実習助手（図書室担当）としている
ところが注目される。
　特定の教職員が個人的に対応している

表４　盲学校で使用している点字プリンタの機種と数量　

点字プリンタ機種名 数　量 学校数

ESA721（ジェイ・ティー・アール）
TP32（日本テレソフト）
ET（イネーブリング・テクノロジーズ）
NewESA721（ジェイ・ティー・アール）
BPW32（日本テレソフト）
ブレイルベーシック（インデックス社）
ESA300pro（ジェイ・ティー・アール）
ブレイルエヴェレスト（インデックス社）
BMP320（日本テレソフト）
オーツキプリンタBT-3000（テクノエイト）
バーサポイント（TSI）
TP-38
BPW300（日本テレソフト）
TEN-10（レンテック）
TZ100（リコー）
DOS-Multi

137
61
41
27
26
12
6
8
7
6
4
2
1
1
1
1

54
27
12
10
16
7
5
8
6
4
2
1
1
1
1
1
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と回答のあった学校が13校あった。これは回答の
あった65校の20％にあたる。一方で、特に担当は決
まっていないという回答が８校からあった。
　10）校外への点字教材提供
　前述したように多くの盲学校ではセンター的機能
への取組を開始しているが、点字教材に関してどの
ような対応がされているか確かめるために、校外に
点字教材を提供しているかどうか、提供していると
したらどのような機関にどのような種類の教材を提
供しているかたずねた。
①　校外への点字教材の提供の有無
　ここでは校外に点字教材を提供しているかどうか
たずねた。
点字教材の校外への提供を実施している学校は20校
であった。今後、提供を予定しているという学校２
校を含めても、その数は全体の３分の１にとどまっ
ていた。39校からは校外へは教材を提供していない
という回答があった。
②　点字教材の提供機関と教材の種類
　校外へ点字教材を提供していると回答のあった20

校が実際にどのような機関に対してどのような種類
の教材を提供しているか具体的にたずねた。結果は
表５に示した通りである。
　提供先としては、教育相談対象者、小学校、中学
校、高校、大学、他の盲学校、その他（不特定多数）
があげられていた。
　提供している教材としては、点字絵本、一般図
書、教科書、試験問題、地図、学習教材、点字導入
教材などがあげられていた。

３．盲学校における触図教材作成・利用状況
　近年、触図教材への関心も深まってきており、教
科書にも触覚的なグラフィック情報も増えてきてい
る５）。そこで、次に各盲学校における触図教材の作
成および利用が進んでいるか、小学部および中・高
等部の教科（国語・社会・理科・数学）別にその実
態について調査した。

　（１）小学部における触図の利用
　小学部の教科学習における触図の利用・作成状況

表５　校外への点字教材の提供先と教材の種類

提　　供　　先 教　材　の　種　類

教育相談者
定期教育相談対象児童の担任
小・中学校
他の盲学校
高等学校
小学校
全盲児童が在籍する一般校
一般の小学校
点字使用児の在籍校
教育相談利用者
小学校
小学校
小中学校（総合学習）
教育相談来談者
小・中学校の弱視学級
小・中学校
小学校
他の盲学校
小学校
中学校
市内支援校
総合学習で点字をとり上げた学校
不特定多数
高校
大学

点字情報ネットワークの中の点図絵本
点字の読みの指導に使用する自作の点字文書
点字本（一般図書）
模擬試験
地図
点字図書
漢字学習資料、図書館の点字本
小４国語「手と心で読む」点字版
国語教材等
点字修得のための学習教材
国語、社会の教科書
小学校の教科書
点字教科書、点字50音表、単語
さわる絵本、歩行地図、初期点字指導教材等
点字導入期のカード、点字触読指導教材　点字盤
点字図書
点字教科書
模試
点字教科書
地図
各種、課題図書等、点図
学習資料等
医学関係専門書
理科教材
黒点字50音表



－8－

についてたずねた。この問いは小学部主事に回答を
お願いした。
　１ ）小学部の点字教科書に掲載されている触図利

用状況
　従前は点字教科書には図が必要最小限にとどめら
れていたが、近年原本の教科書の図をできるだけ活
かそうという傾向に変化してきている。そこで点字
教科書に掲載されている触図が実際にどの程度使用
されているかたずねた。
　結果は表６に示した。教科書の「ほとんどの触図
を利用している」「３分の２程度は利用している」
の両者を合わせると国語44校、社会34校、算数39
校、理科38校になる。４教科とも半分以上の学校で
積極的に利用されていた。「ほとんど利用していな
い」という回答は国語８校、
社会11校、算数５校、理科
４校であった。
　４教科の中では、社会科
の利用が他の３教科に比べ
ると少なく、ほとんど利用
しないという回答も他の教
科に比べ多かった。
　２ ）教科書の触図以外の

触図教材の利用
　次に、教科書の他にどの
ような種類の触図を誰がど
のような方法で作成し、利
用しているかたずねた。
①　教材の作成者
　触図教材の作成者につい
ては、53校から回答があっ
た（複数回答）。すべての
学校において、担任や教科
担当者が直接作成していた。

ボランティアにも依頼しているという学校が7校
あった。
②　触図作成の方式
　触図作成には様々な方式があるが３）、小学部でど
のような種類の方式のものが用いられているかを把
握するために、主に用いている触図作成方式につい
て利用頻度の高い順に第５番目まで番号を付けても
らった。各校からの回答を集計すると図８のように
なった。
　最もよく利用している方式としてあげられたのは
立体コピー（注１）による触図作成で、その数は41校
にのぼった。それに次いで利用頻度が高い方式とし
て、レーズライター（注２）・触素材貼り付け・点図な
どが用いられており、サーモフォーム（注３）はあま
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図８　小学部における触図作成方式とその活用順（n＝53校　複数回答）

表６　小学部主要教科における触図利用状況

利用頻度 国語 社会 算数 理科

ほとんどの触図を利用している
３分の２程度は利用している
半分程度は利用している
３分の１程度は利用している
ほとんど利用していない

35（54）
9（14）
5（ 8）
3（ 5）
8（12）

24（37）
10（15）
4（ 6）
5（ 8）
11（17）

27（42）
12（19）
8（12）
8（12）
5（ 8）

29（45）
9（14）
2（ 3）
6（ 9）
4（ 6）
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り用いられていないことが判明した。
　（注１）立体コピー
　微細な発泡剤が一面に塗布された用紙（立体コ
ピー用紙）に通常の複写機でコピーし、それを現像
機にかけると黒くトナーのついている部分が盛り上
がり凸図となる。簡便に凸図が作成できるが、複雑
な触図には適さない。
　（注２）レーズライター
　シリコンゴムなど弾力性に富む下敷き（盤）とそ
の上に敷いてボールペンなどを用いて線を描くとそ
の部分が浮き上がってくる特殊な用紙のセット。図
や漢字の字形などを凸線で表すことができる。
　（注３）サーモフォーム
　プラスティックシートに立体的な凸原版をコピー
した教材。凸原版の上にプラスティックシートをか
ぶせて加熱し、シートを軟化させた上で下から空気
を抜いて原版とシートを密着させることにより原版
の形状を精密にコピーすることができる。複雑な形
状を表現できるので地図など複雑な形態の表現を求
められる教材に適している。
③　点図の作成方法
　点図については、手作業で亜鉛版を利用して作
成したり、直接紙にエンボスをつけたりする方法

と、コンピュータを用いて
作図しプロッタ機能を持つ
点字プリンタで出力する方
法に二分される。このどち
らの方法で作成することが
多いかたずねた。ここでは
39校から回答があった。本
質問は複数回答を可として
おり、手作業で作成してい
るところとコンピュータを
利用して作成しているとこ
ろがそれぞれ24校と同数で
あった。
④ 　立体コピーの原図の作
成方法

　立体コピーの原図はどの
よう方法で作成することが
多いかたずねた（回答数45

校）。
　コンピュータによる作図で原図を作っている学校
が13校あった。手書きで作成している学校は39校で
あった。その他が4校あった。立体コピーの原図は、
手書きで行われているところが多いことが示され
た。

　（２）中・高等部における触図の利用　
　１ ）中・高等部主要教科の点字教科書に掲載され

ている触図利用状況
　中・高等部主要教科（国語、社会、理科、数学）
教科書に掲載されている触図を指導の中でどの程度
利用しているかたずねた。結果は図９に示した。
国語科については63校から回答があり、そのうち
の24校ではほとんど利用してなかった。残りの39校
からは何らかの形で利用しているという回答があっ
た。「ほとんど利用している」「３分の２程度以上針
要している」を合わせると21校になり、それは全体
の３割程度になる。
　社会科については62校から回答があった。社会科
では何らかの形で触図を利用しているという学校が
47校あった。そのうち積極的に利用している（３分
の２程度以上）ところは19校であった。それに対し

図９　中高等部主要教科における触図利用状況（n＝65校）
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て、ほとんど利用していないという回答が15校かあ
らあった。
　数学については59校から回答があり、何らかの形
で利用しているという学校が48校あった。そのう
ち、積極的に利用している（３分の２程度以上）と
ころは38校あり、全体の６割程度にのぼった。ほと
んど利用していないというところは11校のみであっ
た。
　理科については58校から回答があり、52校が何ら
かの形で触図を利用していた。そのうち、積極的に
利用している（３分の２程度以上）ところは39校あ
り、それは全体の６割にのぼった。ほとんど利用し
ていないという回答は６校のみであった。
　２）教科書の触図以外の触図教材の利用
①　教材の作成者
　中・高等部主要教科における触図教材の作成者に
ついてたずねた。国語科については回答のあった41
校中39校で教科担当者が直接作成していた。ボラン
ティアに依頼しているという学校が２校あった。
　社会科については、回答のあった62校中53校では
教科担当者が直接教材を作成していた。ボランティ
アに依頼しているという学校が６校あった。
　数学科では54校で教科担当者が直接作成してい
た。ボランティアに依頼しているという学校が３校
あった。
　理科については、50校で教科担当者が直接作成し
ていた。ボランティアに
依頼しているという学校
が１校のみあった。
②　触図作成の方式
　触図についてどのよう
な種類の方式のものが用
いられているかを把握す
るために、教科毎に主に
用いている触図作成方式
について小学部と同様に
利用頻度の高い順に１～
５番まで番号を付けても
らった。
〈国語科〉
　国語科で最もよく用い

られているのは立体コピーで、29校から最もよく
利用していると回答があった。ついでレーズライ
ター、点図の順であった。サーモフォームはほとん
ど利用されていなかった。
〈社会科〉
　社会科で最もよく用いられているのはやはり立
体コピーであった。43校が最もよく利用している方
式、９校が２番目によく利用する方法としてあげて
いた。ついで触素材・レーズライター・点図が多く
用いられていた。サーモフォームは４校から２番目
に多く用いているという回答があった。国語科より
は利用されているといえるが、利用している学校は
少なかった
〈数学科〉
　数学科でも28校が立体コピーを第１位にあげてい
た。ついで点図・レーズライターの順であった。触
素材がわずかに用いられていたが、サーモフォーム
はやはりほとんど利用されていなかった。
〈理科〉
　理科でも35校が立体コピーを第１位にあげてお
り、最も用いられていた。ついで点図・レーズライ
ターの順であった。触素材も２番目が７校、３番目
が６校と他の教科よりは多く用いられていた。サー
モフォームはやはりほとんど利用されていなかった
が、１番目にあげている学校が１校あった。
③　点図の作成方法

図10　中高等部主要教科における点図の作成方法（n＝65校）
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　中・高等部における点図の作成方法
　点図について、中・高等部主要各教科では手作業
で作成する方法とコンピュータを活用して作成する
方法のどちら利用することが多いかたずねた。結果
は図10に示した。国語科については、手作業で作成
しているところが16校。コンピュータを活用して作
成しているところが15校であった。その他という回
答が５校からあった。
　社会科については、62校中24校ではコンピュータ
を活用して作成していた。手作業で作成していると
いう回答が18校あった。全体の40％弱の学校でコン
ピュータを活用して作成する方法をとっており手作
業で作製している学校を10％ほど上回っていた。そ
の他という回答が５校からあり、作成していないと
いう回答が４校からあった。
　数学科では、39校でコンピュータを活用して作成
していた。手作業で作成しているところが12校あっ
た。数学科においては半数以上の学校でコンピュー
タを利用した原図作成が行われている。その他とい
う回答が１校のみであった。
　理科ではコンピュータを活用して作成している
ところが27校。手作業で作成しているところが19校
であった。理科においても数学には及ばないが点字
プリンタ出力による作成が進んでいることがわかっ
た。その他という回答が２校からあった。
④ 　立体コピーの原図の作成方法

　次に中・高等部主要教科
においては立体コピーの原
図の原図をどのよう方法で
作成しているかたずねた。
その結果を図11に示す。
　国語科については、コン
ピュータによる作図で原図
を作っているところが12校
あった。手書きで作成して
いる学校は25校であった。
その他が３校あった。
　社会科では、コンピュー
タによる作図で原図を作っ
ているところが12校あっ
た。手書きで作成している

学校は36校であった。これは回答のあった62校のう
ちの約６割におよぶ。その他が９校あった。社会科
でも立体コピーの原図は、手書きで行われていると
ころが多かった。
　数学科では、コンピュータによる作図で原図を
作っているところは18校あった。それに対して、手
書きで作成している学校は33校で、数学科でも立体
コピーの原図は、半数の学校で手書きにより作成さ
れていた。その他が２校あった。
　理科では、コンピュータによる作図で原図を作っ
ているところは12校あった。手書きで作成している
学校は36校であった。その他が９校あった。理科で
も立体コピーの原図は、手書きの方が多かった。

　（３ ）触図教材作成に関わるボランティアの関与
について

　１ ）触図教材のボランティアへの作成依頼につい
て

　点字教材作成についてのボランティアの関与は多
くの盲学校で認められるが、触図関連の教材につい
ても同様にボランティアとの関わりが認められるの
かどうかをたずねた。国語科については63校から回
答があった。８校からボランティアに依頼している
という回答があった。これは全体の１割強にあた
る。他方、55校では触図作成についてはボランティ
アに依頼していなかった。

図11　中高等部主要教科における立体コピーの原図の作成方法（n＝65）
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　さらに、ボランティアへ触図の作成を依頼してい
る学校において、どの程度の頻度で作成を依頼して
いるのかたずねた。８校中、定期的に依頼している
学校は２校のみであった。不定期に必要に応じてい
らしているという学校が６校であった。触図作成を
ボランティアに依頼している学校でも深い協力関係
にあるところはごく少数であった。

　２ ）ボランティアとの窓口について
　触図作成をボランティアに依頼している学校にお
いて、その関わり方がどのようになっているかたず
ねた。結果は図12のとおりである。学校として組織
的に対応している学校が３校あった。また、特定の
教員が窓口になって対応している学校が７校、特に
担当は決まっていないという学校が５校あった。ボ
ランティアとの関わりにおいても学校として対応し
ているところは少数であった。

　（４）校外への触図教材提供について
　１）校外への提供の有無
　盲学校で保有している触図教材を学外に提供して
いるかどうかたずねた。結果は図13に示した。９校

から提供しているという回答があり、46校は提供し
ていなかった。提供を考慮中という学校が１校あっ
た。
　２）教材の提供先
　校外に教材を提供している回答のあった９校に対
して、どこにどのような教材を提供しているか具体
的にたずねた。結果は表７に示した通りである。主
に一般の幼稚園・保育所、小・中・高等学校が多く、
その教材の利用者はそれらの学校などに在籍する視
覚障害幼児児童生徒であった。

Ⅳ．考　　察

１ ．盲学校における触覚教材作成・利用についての
組織的対応
　盲学校において、現状で点字など触覚教材作成に
関して組織的にどのような対応をしているかについ
ては、校内組織を設けて何らかの形で教材作成に組
織的に取り組んでいる学校はわずか５校のみであっ
た。回答のあった65校の約９割にあたる57校から
は、教材作成に関する組織的に対応する部署は設け
ていないという回答があった。

���

���

�����

�������

������ �

��

�

�

�

� �� �� �� �� �� �� ��

���

図13　校外への触図教材の提供の有無（n＝65校）

図12　触図教材のボランティアへの作成依頼（n＝65校）
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　また、教材・教具の組織的な管理・利用について
も、教材を校内での組織的に管理・利用している学
校は17校でであった。残りの43校では教材等につい
て組織的に運用していなかった。また組織的に対応
していると回答のあった学校においてもその担当
部署は、自立活動、研究部関係、相談関係など様々
で、教材・教具に特化した部署を設けている学校は
少なかった。
　視覚障害教育においては点字教材や拡大教材など
の視覚障害教育固有の教材が指導の上で不可欠であ
り、それらの作成については高度の専門性が強く求
められる分野である。それにもかかわらず、本調査
の結果からはそうした取組みが組織的に対応されて
きていないという傾向が明らかになった。触覚教材
作成は担当者に任されているという伝統的な対応の
表れがそこにみられるともいえるが、この点につい
てはより分析していく必要があるように思われる。
盲学校の基本調査で明らかになっていることである
が、本調査の盲学校の概要に関する回答でも盲学校
においては幼児児童生徒の少人数化・重度多様化の
傾向が顕著である。
　さらに、生徒数の多い高等部本科や専攻科におい
ては、弱視生徒が７割以上で、点字使用者の占める
比率が低くなっていることも感化できない点であ
る。さらに、小・中・高等部本科教員の人事の入れ
替わりも激しい盲学校も多く、専門性の継承の困難
さが増してきている現状にある。こうした状況に対
応するためにはより盲学校における組織的な取組み

が必要だと思われるが、多くの学校ではそうした対
応がなされてきていないことが明らかになった点は
意外な結果であった。しかし、組織的には十分対応
できていないものの実際には各盲学校において様々
な工夫がなされていると思われる。この点について
は、今後より精査してその工夫点などを明らかにし
ていく必要がある。

２．点字教科書の整備
　盲学校用に作成されている全学部全学年の点字教
科書を学校図書として整備している学校は15校、回
答校65校の２割強であった。児童生徒の在籍する学
年のみの教科書を整備している学校は27校であっ
た。この二つを合わせると、学校として点字教科書
を整備している学校は42校あり、65％にあたる。こ
れに対して、点字教科書を学校として整備していな
いところが23校（全体の35％）あった。全国のおよ
そ５分の２の学校では学校図書として点字教科書が
準備されていないことになる。点字教科書の整備を
困難にしている理由としては、点字教科書の価格が
高額のためなかなか校費として予算化しにくいこと
が第一に考えられる。例えば、小学校１年生上巻の
国語教科書の価格は通常のものは321円であるのに
対し、点字教科書は7,432円（平成15年度版）と23
倍ものの価格になっている。高等部における使用部
数の限られている教科書などはさらに高額になって
いる。これらの点字教科書は、児童生徒用について
無償で補償されるが、教員用は学校経費等で購入し

表７　校外への触図教材の提供先とその内容

提　　供　　先 教　　　材

定期教育相談対象児童の担任
中学
高等学校
小学校
盲点字情報Net
市内外支援校
視覚障害児在籍校
視覚障害児在籍幼・保育所
地域の小学校
視覚障害児在籍校
希望する小学校
教育相談来談者
小・中学校の弱視学級
地域の小・中学校

図形の指導に使用する立体コピー
副読本生物
物理等の指導法
地図
理科辞典・他
各種データ
文体コピーによる必要教材
立体コピーによる絵本や目印の図形教材
教科書などの図を触図にしたもの
在籍校より依頼された内容
教科書など
さわる絵本、（歩行）地図、点字入門期教材
教室の地図、カレンダーなど
触れる絵本など　点字図書
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なければならない。限られた盲学校の経費の中から
すべての点字教科書を整備するのは厳しい状況にあ
ることは十分推察される。
　しかし、通常の学校で教師用の教科書が準備さ
れていないことは考えられないことである。少なく
とも授業で扱うことになっている点字教科書につ
いては教師用のものが整備されていなければならな
い。また、該当の学年に在籍児童生徒がいない学年
があったとしても、本来であれば、教材研究や遅進
児への対応などの観点から教科書の整備に努める必
要があるといえる。さらに、本調査からも明らかに
なったように、各盲学校においては今後の役割とし
て、とくに地域に開かれた盲学校のセンター的機能
を担うことに力を入れており、地域の視覚障害教育
のセンターとして学校外へのサービスを行っていく
という観点からも、盲学校として基本的に保有して
おくべき教材の整備については早急に対応していく
ことが必要であろう。盲学校単位での点字教科書の
整備が現実的に困難であれば、全国にいくつかの拠
点校を設け、共同利用できるような体制整備も考え
られるであろう。

３．点字教材整備の環境
　（１）人的環境
　点字教材作成については、ほとんどの学校（61校）
では、点字教材は担任や担当者の業務になっている
ことが確認できた。こうした傾向の中で専任の点字
教材作成担当者を配置している学校が２校あり、ボ
ランティアの支援も受けている学校が26校あったこ
とが注目される。教育の場においては、日本点字表
記法に則して表記されている点字教材を用いるこ
とが原則であるが、教員の人事異動の在り方や点字
使用の児童生徒の比率の低下など野面から、盲学校
教員の点字力の維持が危惧されるようになってきて
いる。教員の自作した点字教材が、正しい表記法に
正しい表記法に基づいて表されているのが理想であ
るが、現状ではなかなか難しいという実態を考える
と、教員の研修を深めるとともに、今学習している
児童生徒への責任を持つためには、生徒の手に渡る
前にしっかりした校正を行う体制を整えることが求
められる。そうした意味で、専任の点字教材作成者

やボランティアの協力を仰ぐことも有効な選択肢の
一つと考えられる。

　（２）教材作成室や点字教材作成機器類の整備
　点字教材作成に関わる校内環境という観点から点
字教材作成室の状況を調査した。専用の点字教材作
成室を設けている学校が10校（全体の15％）あった。
回答のあった65校のうち半数以上の36校は専用の点
字作成室は持っていなかった。そのうちの24校で
は、独立した点字作成準備室は有していないが、共
同で利用する部屋を設けていた。その多くは情報処
理室であった（24校中14校）。本調査結果でも明ら
かになったように、点字教材についてはパソコンを
利用して編集し点字プリンタで出力するところが多
くなっていることを反映しているものだといえる。
このことは旧来の点字製版機による点字印刷が行わ
れなくなってきていることを示すものでもある。
　点字プリンタについては、「ESA721」（ジェイ・
ティー・アール社）系の点字プリンタが多くの盲学
校で使用されていることがわかった。65校中54校に
導入されており、新タイプのものを含めると160台
あまりが利用されていた。これは、点字のサイズ
が、点字教科書で用いられている日本点字サイズに
近いことや印字の品質がよいこと、裏表印刷機能を
持っていることなどの点が反映しているものと考え
られる。また、本機はプロッタ機能も有しており、
３つの異なった点の大きさで凸図の描画が出来るな
ども評価されていると考えられる。

　（３）教材の質的補償（表記等の確認と校正）
　まず、点字教材作成のための基準や点字表記など
のマニュアルの整備状況について、学校独自で点字
教材作成手引きを準備していると学校は少なく、ほ
とんどの盲学校では一般の点訳の手引きなどを利用
して教材作成に当たっていた。また、学校として点
字表記等についてとくに規定していないとところも
３分の１ほどあった。
　また、今回の調査で点字の校正についても校内で
規定を設けて組織的に対応している盲学校が少ない
ことも明らかになった。ほとんどの盲学校では、点
字教材の点字表記や分かち書きについては点字作成
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者の責任にまかされているのが実態だといえる。
教科に関わる点字表記については、教科ごとや、教
科書で独自に用いている約束事などもあり、一般の
点訳の手引きだけでは十分に対処できない場合もあ
る。また、点字では冗長性が乏しいため、校正が大
変重要になってくる。こうした結果は、各校が点字
を用いた学習指導についてさらに明確な方針をもっ
て体制の整備に取り組む検討の余地があることを示
している。

４．外部への教材提供
　本調査からも多くの盲学校ではセンター的機能の
取組みを開始しており、地域に開かれたサービスの
提供を打ち出していることが明らかになった。この
観点から、点字教材の外部への提供について調べ
た。その結果、点字等の教材を学校外に提供する体
制を整えているのは20校ほどで全体の３分の１程度
で、提供していないというという回答のあった学校
は39校あることが明らかになった。「21世紀の特殊
教育の在り方について～一人一人のニーズに応じた
特別な支援の在り方について～」（最終報告）にお
いては、地域の特殊教育のセンターとしての盲・聾・
養護学校の充実（第３章２　2-1）の一つとして「地
域の小・中学校への教材・教具などの貸し出し」を
明確に打ち出している３）。実態として、点字を使用
している児童生徒が通常の学級に在籍している現状
や今後の特別支援教育の推進から考えると、他の盲
学校との相互利用も含めて、今後はセンター的機能
の一環として校外への点字も含めた触覚教材の提供
についてもより対応できる組織的体制を築いていく
ことが期待される。

５．触図教材について
　点字教科書における図（触図）の扱いについて、
従前は必要最小限にとどめられ、点訳にあたって削
除されるものが多かった。しかし、近年、原本自体
のグラフィック化やテキストベースだけでは理解が
難しい内容の扱いなどを考慮して、原本教科書の図
について触図化が可能なものについてはできるだけ
を点字教科書に反映させるという傾向に変化してき
ている。そうした点も考慮して、ここでは盲学校で

触図教材の作成についてどのようにとりくんでいる
か調査した。
　その結果、小学部各教科および中・高等部国語、
社会、数学、理科の各教科とも、半数以上の学校で
は、点字教科書に掲載されている触図（凸図）積極
的に利用していることが認められた。全盲児童生徒
の教育において触覚によるグラフィック情報活用の
理解が深まってきていることをこの結果は示してい
る。ただし、中・高等部の教科の中で、社会科での
触図の利用は他の３教科に比べると少なく、また、
ほとんど利用していないという回答も他の教科に比
べて多かった。これは、社会科教科書の図が他の教
科に比べると複雑になりがちで扱いにくいというこ
とが影響していることも考えられるが、今後詳細に
検討していく必要がある点である。
　また、盲学校で作成している触図教材の作成方
法としては「立体コピー」によるものが圧倒的に
多かった。触図教材作成の方法としては、「立体コ
ピー」、「サーモフォーム」、「エンボス点図」、「レー
ズライター」などの種類があり、それぞれに作成方
法や活用法において長所短所がある２）。とくに、立
体コピーは作成に手間がかからず簡便に利用できる
メリットはあるが、凸がシャープに浮き出ない、小
さい点や細い線が触覚的に明確に弁別できるほど浮
き上がらない、複雑な図の場合は原図通りの盛り上
がりにならない、高さの違いを表現できないなどの
課題点があり、作成にあたっては十分な配慮が必
要のものである６）。そのため、触図作成にあたって
は、目的に応じて、適切な作成方法を選択すること
も重要になってくる。しかしながら、本調査の結果
からは触図作製上の簡便性が優先されて、立体コ
ピーが多用されていることがうかがわれた。目的に
応じて適切な教材作成方法を選択することとそのた
めの技術を身につけていくための方策を考えていく
ことが今後の課題である。
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